
令 和 ３ 年 度
当初予算の要求概要

令 和 ２ 年 １ １ 月

長 崎 県



一般会計要求総額（職員給与費除き）５，５９８億円（対前年度＋173億円）

※ 一般財源ベース ３，２７１億円（対前年度＋52億円）

○新たな総合計画「長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ 2025」の初年度と

して、同計画に掲げる施策やＩＣＴ関連・交通基盤整備等の施設整備、社会

保障関係費等の要求が増加

≪新たな総合計画の推進（新規施策関係）≫

・総合計画枠 ４４億円（＋２９億円）

  （ながさきSociety5.0推進、新幹線開業対策、リモートワーク受入促進、教育の情報

化推進、農林水産業のスマート化推進 等）

≪情報化や交通関連施策等の推進（施設整備関係）≫

・県立大情報セキュリティ産学共同研究センター整備事業 ＋１０億円

・新幹線鉄道整備促進事業（ＪＲ佐世保線高速化）    ＋ ７億円

・新県立図書館等整備事業（郷土資料センター）       ＋ ２億円

・農業大学校施設整備                 ＋ ８億円

≪その他の経費≫

・過年度資金再預託貸付費（新型コロナ対策関係等）   ＋１９８億円

・災害復旧費     ＋３１億円

・地方消費税交付金  ＋２０億円

・選挙関係費     ＋１７億円

・社会保障関係費    ＋１１億円

○新型コロナウイルス感染症の影響や国の予算編成及び地方財政対策等の動

向を注視しながら、来年２月上旬までの予算編成を通して、人口減少対策及

び県内経済の活性化、新型コロナウイルス対策等の施策を構築

（単位：億円）

R2当初① R3要求② ②－①

総  額 5,425 5,598 173

一般財源 3,219 3,271 52

令和３年度当初予算要求概要のポイント

１ 令和３年度当初予算要求の概要

（※総額：事業費ベース）［Ｒ２当初比］

２ 令和３年度要求事業の主な増加項目

３ 今後の予定

※新型コロナウイルス関連施策につ

いては、国の予算編成状況等を踏

まえながら別途対応
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様式１

（単位：百万円、％）

令和３年度
要求額

令和２年度
当初予算額

増 減 額 伸び率 備　　　考

 一   般   会   計 - 725,988 － －

職員給与費除き 559,826 542,549 17,277 3.2

 特   別   会   計 - 207,405 － －

職員給与費除き 203,853 207,405 △ 3,552 △ 1.7

母子父子寡婦福祉資金 162 173 △ 11 △ 6.4 ・貸付金の減

農業改良資金 79 83 △ 4 △ 4.8 ・国庫納付金の減

林業改善資金 21 21 0 0.0

県営林 529 315 214 67.9 ・間伐事業量の増

沿岸漁業改善資金 166 188 △ 22 △ 11.7 ・国庫納付金の減

小規模企業者等資金 275 230 45 19.6 ・償還金の増

用     地 1,560 1,658 △ 98 △ 5.9 ・公共用地取得費の減

庁用管理 238 242 △ 4 △ 1.7 ・文書集中収受発送費の減

長崎魚市場 228 227 1 0.4 ・元利償還金の増

港湾施設整備 7,824 2,217 5,607 252.9 ・用地補償費の増

公債管理 30,613 45,465 △ 14,852 △ 32.7 ・元利償還金の減

国民健康保険 162,158 156,586 5,572 3.6 ・財政安定化基金事業費の増

 企   業   会   計 - 9,832 - -

職員給与費除き 6,652 6,936 △ 284 △ 4.1
港   湾   事   業 - 964 - -

職員給与費除き 0 915 皆減 皆減 ・廃止（特別会計に統合）

交   通   事   業 - 7,316 - -

職員給与費除き 4,377 4,504 △ 127 △ 2.8 ・軽油費等の減

流域下水道事業 - 1,552 - -

職員給与費除き 2,275 1,517 758 50.0 ・建設改良事業の増

　※ 職員給与費の算定は後日となるため、除いて比較を行っている。
  　　各計数は、四捨五入のため、合計欄と一致しない場合がある。

令和３年度当初予算の要求概要
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様式２

◎一般会計・款別
（単位：百万円、％）

令和３年度
要求額

令和２年度
当初予算額

増 減 額 伸び率
主な増減項目

（金額は増減額）

1 議 会 費 1,056 1,052 3 0.3 ・議会運営費＋13

2 総 務 費 44,961 44,029 932 2.1

・衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査費＋909
・知事選挙費＋733
・新幹線・鉄道整備促進事業費＋704
・文化施設改修等整備費＋370
・生活航路改善対策事業費＋230
・地籍調査費＋224
・防災ヘリコプター運航事業費＋174
・雲仙岳災害伝承費＋171
・新幹線整備事業費負担金△2,808

3 生 活 福 祉 費 108,554 105,388 3,166 3.0

・後期高齢者医療費＋1,651
・障害児施設支援費＋486
・地域密着型施設整備助成等事業費＋357
・自立支援給付費県費負担金＋315
・佐世保こども・女性・障害者支援センター建替費＋279
・子どものための教育・保育給付事業費＋134
・開成学園運営費＋96
・乳幼児医療費助成費△137
・幼児教育無償化推進費△247
・長崎県安心こども基金事業費△493

4 環 境 保 健 費 20,709 20,844 △ 135 △ 0.6

・生活基盤施設耐震化等交付金事業費＋92
・国立公園雲仙利用拠点上質化プロジェクト推進事業費＋85
・原爆被爆者援護費△208
・医務行政費△218

5 労 働 費 1,769 1,573 197 12.5

・職業能力開発校施設整備費＋104
・新時代の若手人材定着・育成促進事業費＋42
・成長分野人材確保・育成事業費＋39

6 農 林 水 産 業 費 43,241 45,104 △ 1,864 △ 4.1

・担い手育成畑地帯総合整備事業費＋1,182
・農業大学校施設整備費＋771
・農山漁村地域整備交付金（県営）＋490
・海岸保全事業費△348
・水土保全治山費△396
・機能保全事業費（県営）△474
・水産環境整備費△751
・畜産クラスター構築事業費△651
・ため池整備事業費△1,114

7 商 工 費 49,462 29,660 19,802 66.8

・過年度資金再預託貸付金＋19,775
・しま旅滞在促進事業費＋680

8 土 木 費 75,898 83,465 △ 7,567 △ 9.1

・道路新設改良費（本土）△650
・火山砂防事業費△797
・港湾改修費（本土）△923
・緊急地方道路整備費△5,715

9 警 察 費 8,061 8,072 △ 11 △ 0.1

・施設維持管理経費＋242
・職員公舎整備費＋97
・佐世保警察署建替事業費＋13
・一般活動経費△195
・通信指令システム運用経費△312

10 教 育 費 30,952 29,376 1,576 5.4

・一般校舎等整備費＋1,034
・県立大学情報セキュリティ産学共同研究センター（仮称）
　整備事業費＋1,000
・新県立図書館等整備事業費＋247
・埋蔵文化財発掘調査受託事業費（西九州道）＋243
・幼稚園私立学校助成費△115
・幼稚園耐震化緊急整備事業費△131

11 災 害 復 旧 費 8,345 5,286 3,060 57.9

・３年団体営災害復旧事業費＋1,236
・河川等災害復旧費（過年災）（公共）＋976
・河川等災害復旧費（現年災）（公共）＋909
・元年団体営災害復旧事業費△323

12 公 債 費 98,112 101,067 △ 2,956 △ 2.9

・利子△1,079
・元金△1,876

13 諸 支 出 金 68,506 67,433 1,073 1.6

・地方消費税交付金＋2,036
・地方消費税清算金△963

14 予 備 費 200 200 0 0.0

559,826 542,549 17,277 3.2

－ 183,439 － －

－ 725,988 － －

　※ 職員給与費の算定は後日となるため、款ごとの計数には含まれていない。
  　　各計数は、四捨五入のため、合計欄と一致しない場合がある。

令和３年度当初予算の要求概要〔一般会計〕款別内訳

小　　　計
（職員給与費除き）

職員給与費

県           計
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様式３

◎一般会計・部局別

（単位：百万円、％）

令和３年度
要求額

令和２年度
当初予算額

増減額 伸び率
主な増減項目

（金額は増減額）

危機管理監 1,181 816 365 44.7

・防災ヘリコプター運航事業費＋174
・防災行政無線運用管理費＋118
・原子力災害対策整備事業費＋76

企画部 457 280 177 63.2

・特定複合観光施設導入推進事業費＋103
・ながさきSociety5.0推進費＋72

総務部 190,897 191,977 △ 1,080 △ 0.6

・地方消費税交付金＋2,036
・県立大学情報セキュリティ産学共同研究センター（仮称）整備事業費＋1,000
・地方消費税清算金△963
・利子△1,079
・元金△1,876

地域振興部 13,112 9,931 3,182 32.0

・衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査費＋909
・新幹線・鉄道整備促進事業費＋704
・知事選挙費＋733
・生活航路改善対策事業費＋230
・地籍調査費+224
・雲仙岳災害伝承費＋171
・ながさきUIターン促進事業費＋43

文化観光国際部 4,938 3,599 1,339 37.2

・しま旅滞在促進事業費＋680
・文化施設改修等整備費＋370
・国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭開催準備費＋100
・JRデスティネーションキャンペーン推進事業費＋25
・国際定期航空路線維持・拡大事業費△65
・亜熱帯植物園等施設管理運営事業費△85

県民生活環境部 4,029 4,685 △ 655 △ 14.0

・生活基盤施設耐震化等交付金事業費＋92
・国立公園雲仙利用拠点上質化プロジェクト推進事業費＋85
・経済センサス－活動調査費＋81
・県有施設等災害復旧費△86
・原子力災害対策整備事業費△153
・令和２年国勢調査費△658

福祉保健部 100,854 97,676 3,178 3.3

・後期高齢者医療費＋1,651
・障害児施設支援費＋486
・地域密着型施設整備助成等事業費＋357
・自立支援給付費県費負担金＋315
・佐世保こども・女性・障害者支援センター建替費＋279

こども政策局 25,388 26,132 △ 743 △ 2.8

・子どものための教育・保育給付事業費＋134
・開成学園運営費＋96
・幼稚園耐震化緊急整備事業費△131
・乳幼児医療費助成費△137
・幼児教育無償化推進費△247
・長崎県安心こども基金事業費△493

産業労働部 48,945 29,782 19,163 64.3
・過年度資金再預託貸付金＋19,775

水産部 19,140 19,668 △ 528 △ 2.7

・農山漁村地域整備交付金（県営）＋490
・現年災漁港災害復旧費（公共）＋220
・持続可能な新水産業創造事業＋123
・機能保全事業費（県営）△474
・水産環境整備費△751

農林部 27,460 27,587 △ 127 △ 0.5

・担い手育成畑地帯総合整備事業費＋1,182
・３年団体営災害復旧事業費＋1,236
・農業大学校施設整備費＋771
・畜産クラスター構築事業費△651
・ため池整備事業費△1,114

土木部 97,431 105,788 △ 8,357 △ 7.9

・河川等災害復旧費（過年災）（公共）＋976
・河川災害復旧助成費＋945
・道路新設改良費（本土）△650
・火山砂防事業費△797
・港湾改修費（本土）△923
・新幹線整備事業費負担金△2,808
・緊急地方道路整備費△5,715

教育委員会 16,662 15,306 1,356 8.9

・一般校舎等整備費＋1,034
・新県立図書館等整備事業費＋247
・埋蔵文化財発掘調査受託事業費（西九州道）＋243

議会事務局・出納局・
各種委員会 1,306 1,296 11 0.8

・財務会計システム等運営費＋16
・議会運営費＋13
・会計事務一般管理費△11

警察本部 8,026 8,028 △ 3 0.0

・施設維持管理経費＋242
・職員公舎整備費＋97
・佐世保警察署建替事業費＋13
・一般活動経費△195
・通信指令システム運用経費△312

小　　　計
（職員給与費除き） 559,826 542,549 17,277 3.2

職員給与費(組込除き) － 183,439 － －

県　　計 － 725,988 － －

　※ 職員給与費の算定は後日となるため、各部局ごとの計数には含まれていない。
  　　各計数は、四捨五入のため、合計欄と一致しない場合がある。

令和３年度当初予算の要求概要〔一般会計〕部局別内訳
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